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第 １ 号 平成２５年度徳島県一般会計補正予算（第２号）

平成２５年度徳島県一般会計の補正予算（第２号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２４，７４８，４６５千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４８７，８６６，３３５千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条 地方債の追加及び変更は，「第２表地方債補正」による。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第１表 歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 １，０３３，１５４ １０５，１０１ １，１３８，２５５

１ 分 担 金 ２８２，３７５ ９，５２３ ２９１，８９８

２ 負 担 金 ７５０，７７９ ９５，５７８ ８４６，３５７

９ 国 庫 支 出 金 ５３，７３４，６０７ １４，８８７，５４０ ６８，６２２，１４７

１ 国 庫 負 担 金 ２８，６７２，８７６ ５７，１８４ ２８，７３０，０６０

２ 国 庫 補 助 金 ２３，５２９，９８６ １４，８１１，１７６ ３８，３４１，１６２

千円 千円 千円
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３ 委 託 金 １，５３１，７４５ １９，１８０ １，５５０，９２５

１０ 財 産 収 入 ８６１，２０２ ２，５１４ ８６３，７１６

１ 財 産 運 用 収 入 ５１９，０９３ ２，５１４ ５２１，６０７

１２ 繰 入 金 ９２，３３８，８０６ １，６０１，０３８ ９３，９３９，８４４

１ 特 別 会 計 繰 入 金 ５６，３１３，８６６ １００，０００ ５６，４１３，８６６

２ 基 金 繰 入 金 ３６，０２４，９４０ １，５０１，０３８ ３７，５２５，９７８

１３ 繰 越 金 １，０７３，７６０ ４，９０８，８１２ ５，９８２，５７２

１ 繰 越 金 １，０７３，７６０ ４，９０８，８１２ ５，９８２，５７２

１４ 諸 収 入 １３，８０３，８１８ ６５，４６０ １３，８６９，２７８

５ 受 託 事 業 収 入 １，１５５，８０４ １６，０００ １，１７１，８０４

８ 雑 入 ２，５９３，６１７ ４９，４６０ ２，６４３，０７７

１５ 県 債 ６５，３４４，０００ ３，１７８，０００ ６８，５２２，０００

１ 県 債 ６５，３４４，０００ ３，１７８，０００ ６８，５２２，０００

歳 入 合 計 ４６３，１１７，８７０ ２４，７４８，４６５ ４８７，８６６，３３５
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

２ 総 務 費 ２２，０６０，６４３ １５，７７６，７８５ ３７，８３７，４２８

１ 総 務 管 理 費 １１，１９８，８４９ １５，６２１，８００ ２６，８２０，６４９

２ 企 画 費 ４，０４４，２２８ ４３，８０１ ４，０８８，０２９

６ 防 災 費 １，１８６，５４４ １１１，１８４ １，２９７，７２８

３ 民 生 費 ５８，０７０，３５９ ７２７，４７４ ５８，７９７，８３３

１ 社 会 福 祉 費 ４２，３８４，７９２ ３５３，３８０ ４２，７３８，１７２

２ 児 童 福 祉 費 ９，７３７，０４１ ３７４，０９４ １０，１１１，１３５

４ 衛 生 費 ２４，２９１，２３５ ３，０６４，０２９ ２７，３５５，２６４

１ 公 衆 衛 生 費 ５，８９９，４１９ １５４，１５９ ６，０５３，５７８

２ 環 境 衛 生 費 ２，５９４，９３２ １，８０４，４２３ ４，３９９，３５５

４ 医 薬 費 ９，３８１，７８４ １，１０５，４４７ １０，４８７，２３１

５ 労 働 費 ６，８６８，２３６ ８０，０００ ６，９４８，２３６

１ 労 政 費 ５，７１４，８３６ ８０，０００ ５，７９４，８３６

６ 農 林 水 産 業 費 ３２，０００，６９２ ９９８，１０３ ３２，９９８，７９５

１ 農 業 費 ４，２８８，１３７ ６４，１７８ ４，３５２，３１５

千円 千円 千円
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２ 園 芸 費 ６８１，４２３ １０，６１２ ６９２，０３５

３ 畜 産 業 費 ８８８，３６４ ９，３９７ ８９７，７６１

４ 農 地 費 ８，１６８，６１４ ３９３，５２５ ８，５６２，１３９

５ 林 業 費 １６，０８０，１３８ ９９，３８１ １６，１７９，５１９

６ 水 産 業 費 １，８９４，０１６ ４２１，０１０ ２，３１５，０２６

７ 商 工 費 ５９，０７３，８７７ １３０，１１１ ５９，２０３，９８８

１ 商 業 費 ５４，４０９，１３１ １２６，１１１ ５４，５３５，２４２

３ 観 光 費 １，０８６，９０８ ４，０００ １，０９０，９０８

８ 土 木 費 ４０，６６５，３５５ ３，８５７，６００ ４４，５２２，９５５

１ 土 木 管 理 費 ４，１８７，０３７ ２２，３７１ ４，２０９，４０８

２ 道 路 橋 り ょ う 費 １９，００９，０９３ １，００６，１３５ ２０，０１５，２２８

３ 河 川 海 岸 費 ９，８８２，４５１ ２，１９３，８９４ １２，０７６，３４５

４ 港 湾 費 ３，０９９，０１８ ２０９，０３８ ３，３０８，０５６

５ 都 市 計 画 費 ３，２０３，２４５ ４２２，１６２ ３，６２５，４０７

６ 住 宅 費 １，２８４，５１１ ４，０００ １，２８８，５１１

９ 警 察 費 ２２，０１３，２１９ ２，４５６ ２２，０１５，６７５

１ 警 察 管 理 費 １９，９４６，５８３ ２，４５６ １９，９４９，０３９

再校
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１０ 教 育 費 ８３，６０９，０３９ １１１，９０７ ８３，７２０，９４６

１ 教 育 総 務 費 １１，１６２，７１０ ３１，５４３ １１，１９４，２５３

４ 高 等 学 校 費 １８，４０８，６９７ ７９，４３０ １８，４８８，１２７

７ 保 健 体 育 費 ８５１，５０６ ９３４ ８５２，４４０

歳 出 合 計 ４６３，１１７，８７０ ２４，７４８，４６５ ４８７，８６６，３３５

第２表 地 方 債 補 正

１ 追 加

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

土木管理事業 １２，０００ 証書借入又は証券発
行（他の地方公共団
体との共同発行を含
む。）

年５％以内（ただし，利率見直し方
式で借り入れる資金について，利率
の見直しを行った後においては，当
該見直し後の利率）

融資機関の融資条件による。ただ
し，必要の生じた場合は全部若し
くは一部繰上償還し，又は借換え
することができる。

２ 変 更

起 債 の 目 的
限 度 額

補 正 前 補 正 後

農 地 事 業 １，１４４，０００ １，２１９，０００

林 業 治 山 事 業 ２，０４４，０００ ２，０９９，０００

水 産 事 業 ２７６，０００ ４２６，０００

道 路 橋 り ょ う 事 業 ５，９８４，０００ ６，４５６，０００

千円

千円 千円
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河 川 海 岸 事 業 ４，４１０，０００ ６，５１２，０００

港 湾 事 業 ８２９，０００ １，００５，０００

都 市 計 画 事 業 ８６３，０００ ９９９，０００

計 ６５，３４４，０００ ６８，５１０，０００
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第 ２ 号 平成２５年度徳島県中小企業・雇用対策事業特別会計補正予算（第１号）

平成２５年度徳島県中小企業・雇用対策事業特別会計の補正予算（第１号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２０１，０００千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１１３，１９６，６５１千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表歳入歳出予算補正」による。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第１表 歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

１ 中小企業・雇用対策事業収入 １１２，９９５，６５１ ２０１，０００ １１３，１９６，６５１

３ 繰 入 金 ５６，７１６，６００ １００，０００ ５６，８１６，６００

４ 諸 収 入 ５６，２７５，８５１ １０１，０００ ５６，３７６，８５１

歳 入 合 計 １１２，９９５，６５１ ２０１，０００ １１３，１９６，６５１

千円 千円 千円
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

１ 中小企業・雇用対策事業費 １１２，９９５，６５１ ２０１，０００ １１３，１９６，６５１

１ 中小企業・雇用対策事業費 １１２，９９５，６５１ ２０１，０００ １１３，１９６，６５１

歳 出 合 計 １１２，９９５，６５１ ２０１，０００ １１３，１９６，６５１

初校
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災 害 に 伴 う 応 急 措 置 の 業 務 に 従 事 し た 者 に 対 す る 損 害 補 償 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

災 害 に 伴 う 応 急 措 置 の 業 務 に 従 事 し た 者 に 対 す る 損 害 補 償 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 三 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 六 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 一 条 中 「 第 二 十 九 条 」 を 「 第 十 二 条 」 に 改 め る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 災 害 対 策 基 本 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 二 十 五 年 法 律 第 五 十 四 号 ） 附 則 第 一 条 第 一 号 に 掲 げ る 規 定 の 施 行 の 日 又 は こ の 条 例 の 公 布 の 日 の

い ず れ か 遅 い 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

災 害 救 助 法 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 所 要 の 整 理 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

第 三 号

災 害 に 伴 う 応 急 措 置 の 業 務 に 従 事 し た 者 に 対 す る 損 害 補 償 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

災 害 に 伴 う 応 急 措 置 の 業 務 に 従 事 し た 者 に 対 す る 損 害 補 償 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め

る 。
平 成 二 十 五 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

初校

第 三 号 災 害 に 伴 う 応 急 措 置 の 業 務 に 従 事 し た 者 に 対 す る 損 害 補 償 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て ９

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



徳 島 県 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 等 に 係 る 震 災 に 強 い 社 会 づ く り 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 等 に 係 る 震 災 に 強 い 社 会 づ く り 条 例 （ 平 成 二 十 四 年 徳 島 県 条 例 第 六 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 三 号 中 「 第 五 条 第 二 項 」 を 「 第 二 条 の 二 第 二 号 」 に 改 め る 。

第 七 十 一 条 中 「 第 二 条 第 七 号 」 を 「 第 二 条 第 七 項 」 に 改 め る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

災 害 対 策 基 本 法 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 所 要 の 整 理 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

第 四 号

徳 島 県 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 等 に 係 る 震 災 に 強 い 社 会 づ く り 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 等 に 係 る 震 災 に 強 い 社 会 づ く り 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 五 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

初校

第 四 号 徳 島 県 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 等 に 係 る 震 災 に 強 い 社 会 づ く り 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て １１

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



徳 島 県 交 通 安 全 対 策 会 議 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 交 通 安 全 対 策 会 議 条 例 （ 昭 和 四 十 五 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 一 条 中 「 昭 和 四 十 五 年 法 律 第 百 十 号 」 の 下 に 「 。 以 下 「 法 」 と い う 。 」 を 加 え る 。

第 三 条 第 一 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

法 第 十 七 条 第 三 項 第 四 号 の 規 定 に よ り 指 名 さ れ る 委 員 、 同 項 第 六 号 の 規 定 に よ り 任 命 さ れ る 委 員 及 び 同 項 第 七 号 の 規 定 に よ り 任 命 さ れ る 委 員 の 定 数 は 、 十

人 以 内 と す る 。

第 三 条 第 二 項 中 「 市 町 村 長 及 び 消 防 機 関 の 長 の う ち か ら 」 を 「 法 第 十 七 条 第 三 項 第 六 号 の 規 定 に よ り 任 命 さ れ る 委 員 及 び 同 項 第 七 号 の 規 定 に よ り 」 に 改 め る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

地 域 の 自 主 性 及 び 自 立 性 を 高 め る た め の 改 革 の 推 進 を 図 る た め の 関 係 法 律 の 整 備 に 関 す る 法 律 に よ り 交 通 安 全 対 策 基 本 法 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 徳

島 県 交 通 安 全 対 策 会 議 に 新 た に 加 え ら れ る 委 員 の 任 期 等 に つ い て 定 め る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

第 五 号

徳 島 県 交 通 安 全 対 策 会 議 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 交 通 安 全 対 策 会 議 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 五 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

再校

第 五 号 徳 島 県 交 通 安 全 対 策 会 議 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て １３

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



徳 島 県 総 合 計 画 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 総 合 計 画 審 議 会 設 置 条 例 （ 平 成 二 年 徳 島 県 条 例 第 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 二 項 中 「 次 の 各 号 に 掲 げ る 者 」 を 「 学 識 経 験 の あ る 者 及 び 関 係 行 政 機 関 の 職 員 」 に 改 め 、 同 項 各 号 を 削 る 。

附 則

１ こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

２ こ の 条 例 の 施 行 の 日 の 前 日 に お い て 徳 島 県 総 合 計 画 審 議 会 の 委 員 で あ る 者 （ 改 正 前 の 第 二 条 第 二 項 第 二 号 に 掲 げ る 者 と し て 任 命 さ れ た 者 に 限 る 。 ） は 、 こ

の 条 例 の 施 行 の 日 に 、 解 任 さ れ る も の と す る 。

提 案 理 由

徳 島 県 行 政 に 係 る 基 本 計 画 の 策 定 等 を 議 会 の 議 決 す べ き 事 件 と し て 定 め る 条 例 が 制 定 さ れ た こ と に 鑑 み 、 徳 島 県 総 合 計 画 審 議 会 の 委 員 の 資 格 を 改 め る 必 要 が

あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

第 六 号

徳 島 県 総 合 計 画 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 総 合 計 画 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 五 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

初校

第 六 号 徳 島 県 総 合 計 画 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て １５

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



大 規 模 災 害 か ら の 復 興 に 関 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 条 例 の 整 備 に 関 す る 条 例

次 に 掲 げ る 条 例 の 規 定 中 「 職 員 」 の 下 に 「 又 は 大 規 模 災 害 か ら の 復 興 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 五 年 法 律 第 五 十 五 号 ） 第 五 十 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 職 員 」 を 加

え る 。

一 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 二 号 ） 第 十 一 条 の 五 第 一 項

二 技 能 労 務 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 を 定 め る 条 例 （ 昭 和 三 十 一 年 徳 島 県 条 例 第 六 号 ） 第 九 条 の 三 第 一 項

三 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 四 十 一 年 徳 島 県 条 例 第 六 十 六 号 ） 第 十 五 条 の 二 第 一 項

四 病 院 事 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 六 年 徳 島 県 条 例 第 六 十 五 号 ） 第 二 十 条 第 一 項

五 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 （ 昭 和 二 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 四 号 ） 第 十 五 条 の 五 第 一 項

六 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 二 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 二 十 七 号 ） 第 十 八 条 の 五 第 一 項

附 則

１ こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

２ 本 則 第 一 号 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 第 十 一 条 の 五 第 一 項 、 本 則 第 二 号 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 技 能 労 務 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 を 定

め る 条 例 第 九 条 の 三 第 一 項 、 本 則 第 三 号 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 第 十 五 条 の 二 第 一 項 、 本 則 第 四 号 の 規 定 に よ る 改

正 後 の 病 院 事 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 第 二 十 条 第 一 項 、 本 則 第 五 号 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 徳 島 県 学 校 職 員 給 与 条 例 第 十 五 条 の 五 第 一 項 及 び

本 則 第 六 号 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 第 十 八 条 の 五 第 一 項 の 規 定 は 、 平 成 二 十 五 年 八 月 二 十 日 か ら 適 用 す る 。

第 七 号

大 規 模 災 害 か ら の 復 興 に 関 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 条 例 の 整 備 に 関 す る 条 例 の 制 定 に つ い て

大 規 模 災 害 か ら の 復 興 に 関 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 条 例 の 整 備 に 関 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 五 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

初校

第 七 号 大 規 模 災 害 か ら の 復 興 に 関 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 条 例 の 整 備 に 関 す る 条 例 の 制 定 に つ い て １７

平成25年9月議案



提 案 理 由

大 規 模 災 害 か ら の 復 興 に 関 す る 法 律 が 制 定 さ れ 、 復 興 計 画 の 作 成 等 の た め 派 遣 さ れ た 職 員 に 対 し て 災 害 派 遣 手 当 を 支 給 す る こ と が で き る こ と と さ れ た こ と に

鑑 み 、 関 係 条 例 に つ い て 所 要 の 整 備 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

初校
１８

平成25年9月議案



職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 四 年 徳 島 県 条 例 第 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

附 則 第 二 項 第 二 号 中 「 前 号 」 を 「 前 二 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 三 号 と し 、 同 項 第 一 号 中 「 第 二 十 条 第 三 項 」 を 「 第 二 十 条 第 二 項 」 に 改 め 、 「 作 業 」 の 下 に

「 （ 前 号 に 掲 げ る も の を 除 く 。 ） 」 を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 二 号 と し 、 同 号 の 前 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

一 東 京 電 力 株 式 会 社 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 の 敷 地 内 に お い て 行 う 作 業

附 則 第 三 項 第 四 号 中 「 前 項 第 二 号 」 を 「 前 項 第 三 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 八 号 と し 、 同 項 第 三 号 中 「 前 項 第 二 号 」 を 「 前 項 第 三 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第

七 号 と し 、 同 項 第 二 号 中 「 前 項 第 一 号 」 を 「 前 項 第 二 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 六 号 と し 、 同 項 第 一 号 中 「 前 項 第 一 号 」 を 「 前 項 第 二 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項

第 五 号 と し 、 同 号 の 前 に 次 の 四 号 を 加 え る 。

一 前 項 第 一 号 に 掲 げ る 作 業 の う ち 原 子 炉 建 屋 （ 知 事 が 定 め る も の に 限 る 。 ） 内 に お い て 行 う も の 四 万 円

二 前 項 第 一 号 に 掲 げ る 作 業 の う ち 前 号 及 び 第 四 号 に 掲 げ る も の 以 外 の も の で あ っ て 、 故 障 し た 設 備 等 を 現 場 に お い て 確 認 す る も の （ 知 事 が 定 め る も の に 限

る 。 ） 二 万 円

三 前 項 第 一 号 に 掲 げ る 作 業 の う ち 前 二 号 及 び 次 号 に 掲 げ る も の 以 外 の も の 一 万 三 千 三 百 円

四 前 項 第 一 号 に 掲 げ る 作 業 の う ち 知 事 が 定 め る 施 設 内 に お い て 行 う も の 三 千 三 百 円

附 則 第 七 項 中 「 附 則 第 三 項 第 一 号 若 し く は 第 三 号 」 を 「 附 則 第 三 項 第 五 号 若 し く は 第 七 号 」 に 改 め る 。

附 則

１ こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

第 八 号

職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 五 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

再校

第 八 号 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て １９
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２ 改 正 後 の 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 （ 以 下 「 改 正 後 の 条 例 」 と い う 。 ） の 規 定 は 、 平 成 二 十 五 年 七 月 九 日 か ら こ の 条 例 の 施 行 の 日 の 前 日 ま で の 間 に

お い て 、 職 員 が 東 京 電 力 株 式 会 社 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 の 敷 地 内 に お い て 行 っ た 作 業 で あ っ て 、 改 正 後 の 条 例 の 規 定 を 適 用 し た と す る な ら ば 改 正 後 の 条 例 附

則 第 三 項 第 一 号 か ら 第 三 号 ま で に 掲 げ る 作 業 に 該 当 す る こ と と な る も の 及 び 改 正 後 の 条 例 の 規 定 を 適 用 し た と す る な ら ば 改 正 後 の 条 例 附 則 第 三 項 第 四 号 に 掲

げ る 作 業 に 該 当 す る こ と と な る も の （ 同 一 の 日 に お い て 、 改 正 後 の 条 例 の 規 定 を 適 用 し た と す る な ら ば 改 正 後 の 条 例 附 則 第 三 項 第 五 号 若 し く は 第 七 号 又 は 附

則 第 五 項 第 一 号 若 し く は 第 三 号 に 掲 げ る 作 業 に 該 当 す る こ と と な る も の を 行 っ た 場 合 を 除 く 。 ） を 行 っ た 場 合 に つ い て も 適 用 す る 。

３ 前 項 の 場 合 に お い て 、 改 正 前 の 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 附 則 第 二 項 か ら 第 七 項 ま で の 規 定 に 基 づ い て 支 給 さ れ た 危 険 現 場 作 業 手 当 は 、 改 正 後 の 条

例 附 則 第 二 項 か ら 第 七 項 ま で の 規 定 に よ る 危 険 現 場 作 業 手 当 の 内 払 と み な す 。

提 案 理 由

東 日 本 大 震 災 に 対 処 す る た め の 東 京 電 力 株 式 会 社 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 の 敷 地 内 に お い て 行 う 作 業 の 特 殊 性 及 び 当 該 作 業 に 従 事 さ せ る た め の 本 県 警 察 職 員 の

派 遣 の 状 況 並 び に 国 及 び 他 の 都 道 府 県 と の 均 衡 に 鑑 み 、 当 該 作 業 に 係 る 危 険 現 場 作 業 手 当 の 特 例 を 定 め る 等 の 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由

で あ る 。

初校
２０

平成25年9月議案



徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 （ 平 成 二 十 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 一 号 中 「 及 び 大 気 」 を 「 、 大 気 及 び 海 水 」 に 改 め る 。

第 八 条 第 六 号 中 「 エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 に 関 す る 法 律 」 を 「 エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 等 に 関 す る 法 律 」 に 改 め る 。

第 三 十 一 条 第 一 項 中 「 エ ネ ル ギ ー の 消 費 量 と の 対 比 に お け る 」 を 削 り 、 「 性 能 」 を 「 一 定 の 条 件 で の 使 用 に 際 し 消 費 さ れ る エ ネ ル ギ ー の 量 を 基 礎 と し て 評 価

さ れ る 性 能 」 に 改 め る 。

第 三 十 三 条 第 四 項 中 「 エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 に 関 す る 法 律 」 を 「 エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 等 に 関 す る 法 律 」 に 改 め る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 八 条 第 六 号 、 第 三 十 一 条 第 一 項 及 び 第 三 十 三 条 第 四 項 の 改 正 規 定 は 、 エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 に 関 す る 法

律 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 法 律 （ 平 成 二 十 五 年 法 律 第 二 十 五 号 ） の 施 行 の 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進 に 関 す る 法 律 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 地 球 温 暖 化 の 定 義 を 改 め る と と も に 、 エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 に 関 す る 法 律 の 一 部 が

改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 所 要 の 整 理 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

第 九 号

徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 五 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

初校

第 九 号 徳 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て ２１
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初校

�
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徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 設 置 条 例 （ 平 成 十 二 年 徳 島 県 条 例 第 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 一 条 第 三 項 中 「 か ら 第 七 条 ま で 」 を 「 か ら 第 八 条 ま で 」 に 改 め る 。

第 七 条 を 第 八 条 と し 、 第 二 条 か ら 第 六 条 ま で を 一 条 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 一 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

（ 組 織 ）

第 二 条 審 議 会 は 、 委 員 四 十 人 以 内 で 組 織 す る 。

附 則

１ こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

２ こ の 条 例 の 施 行 の 日 の 前 日 に お い て 徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 の 委 員 （ 以 下 「 委 員 」 と い う 。 ） で あ る 者 は 、 こ の 条 例 の 施 行 の 日 に 、 委 員 と し て 任 命 さ れ た も

の と み な す 。 こ の 場 合 に お い て 、 そ の 任 命 さ れ た も の と み な さ れ る 委 員 の 任 期 は 、 改 正 後 の 第 三 条 第 一 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 平 成 二 十 七 年 三 月 三 十 一 日 ま

で と す る 。

提 案 理 由

地 域 の 自 主 性 及 び 自 立 性 を 高 め る た め の 改 革 の 推 進 を 図 る た め の 関 係 法 律 の 整 備 に 関 す る 法 律 に よ り 社 会 福 祉 法 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 徳 島 県 社 会

福 祉 審 議 会 の 委 員 の 定 数 を 条 例 で 定 め る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

第 十 号

徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 五 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

再校

第 十 号 徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て ２３
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初校

�
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河 川 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

河 川 法 施 行 条 例 （ 平 成 十 二 年 徳 島 県 条 例 第 五 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 七 条 中 「 か ら 第 二 十 五 条 ま で の 許 可 」 を 「 、 第 二 十 四 条 若 し く は 第 二 十 五 条 の 許 可 又 は 第 二 十 三 条 の 二 の 登 録 」 に 改 め 、 「 等 の 許 可 」 の 下 に 「 又 は 登 録 」

を 加 え る 。

第 八 条 及 び 第 九 条 第 一 項 中 「 許 可 」 の 下 に 「 又 は 登 録 」 を 加 え る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 水 防 法 及 び 河 川 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 二 十 五 年 法 律 第 三 十 五 号 ） 附 則 第 一 条 た だ し 書 に 規 定 す る 規 定 の 施 行 の 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

河 川 法 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 所 要 の 整 理 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

第 十 一 号

河 川 法 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

河 川 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 五 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

初校

第 十 一 号 河 川 法 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て ２５
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�
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徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 四 年 徳 島 県 条 例 第 三 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

附 則 第 二 項 第 二 号 中 「 前 号 」 を 「 前 二 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 三 号 と し 、 同 項 第 一 号 中 「 第 二 十 条 第 三 項 」 を 「 第 二 十 条 第 二 項 」 に 改 め 、 「 作 業 」 の 下 に

「 （ 前 号 に 掲 げ る も の を 除 く 。 ） 」 を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 二 号 と し 、 同 号 の 前 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

一 東 京 電 力 株 式 会 社 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 の 敷 地 内 に お い て 行 う 作 業

附 則 第 三 項 第 四 号 中 「 前 項 第 二 号 」 を 「 前 項 第 三 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 八 号 と し 、 同 項 第 三 号 中 「 前 項 第 二 号 」 を 「 前 項 第 三 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第

七 号 と し 、 同 項 第 二 号 中 「 前 項 第 一 号 」 を 「 前 項 第 二 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 六 号 と し 、 同 項 第 一 号 中 「 前 項 第 一 号 」 を 「 前 項 第 二 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項

第 五 号 と し 、 同 号 の 前 に 次 の 四 号 を 加 え る 。

一 前 項 第 一 号 に 掲 げ る 作 業 の う ち 原 子 炉 建 屋 （ 本 部 長 が 定 め る も の に 限 る 。 ） 内 に お い て 行 う も の 四 万 円

二 前 項 第 一 号 に 掲 げ る 作 業 の う ち 前 号 及 び 第 四 号 に 掲 げ る も の 以 外 の も の で あ っ て 、 故 障 し た 設 備 等 を 現 場 に お い て 確 認 す る も の （ 本 部 長 が 定 め る も の に

限 る 。 ） 二 万 円

三 前 項 第 一 号 に 掲 げ る 作 業 の う ち 前 二 号 及 び 次 号 に 掲 げ る も の 以 外 の も の 一 万 三 千 三 百 円

四 前 項 第 一 号 に 掲 げ る 作 業 の う ち 本 部 長 が 定 め る 施 設 内 に お い て 行 う も の 三 千 三 百 円

附 則

１ こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

２ 改 正 後 の 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 （ 以 下 「 改 正 後 の 条 例 」 と い う 。 ） の 規 定 は 、 平 成 二 十 五 年 七 月 九 日 か ら こ の 条 例 の 施 行 の 日 の

第 十 二 号

徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 五 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

初校

第 十 二 号 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て ２７
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前 日 ま で の 間 に お い て 、 警 察 職 員 が 東 京 電 力 株 式 会 社 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 の 敷 地 内 に お い て 行 っ た 作 業 で あ っ て 、 改 正 後 の 条 例 の 規 定 を 適 用 し た と す る な

ら ば 改 正 後 の 条 例 附 則 第 三 項 第 一 号 か ら 第 三 号 ま で に 掲 げ る 作 業 に 該 当 す る こ と と な る も の 及 び 改 正 後 の 条 例 の 規 定 を 適 用 し た と す る な ら ば 改 正 後 の 条 例 附

則 第 三 項 第 四 号 に 掲 げ る 作 業 に 該 当 す る こ と と な る も の （ 同 一 の 日 に お い て 、 改 正 後 の 条 例 の 規 定 を 適 用 し た と す る な ら ば 改 正 後 の 条 例 附 則 第 三 項 第 五 号 若

し く は 第 七 号 又 は 附 則 第 五 項 第 一 号 若 し く は 第 三 号 に 掲 げ る 作 業 に 該 当 す る こ と と な る も の を 行 っ た 場 合 を 除 く 。 ） を 行 っ た 場 合 に つ い て も 適 用 す る 。

３ 前 項 の 場 合 に お い て 、 改 正 前 の 徳 島 県 地 方 警 察 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 附 則 第 二 項 か ら 第 六 項 ま で の 規 定 に 基 づ い て 支 給 さ れ た 災 害 警 備 等 手 当

は 、 改 正 後 の 条 例 附 則 第 二 項 か ら 第 六 項 ま で の 規 定 に よ る 災 害 警 備 等 手 当 の 内 払 と み な す 。

提 案 理 由

東 日 本 大 震 災 に 対 処 す る た め の 東 京 電 力 株 式 会 社 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 の 敷 地 内 に お い て 行 う 作 業 の 特 殊 性 及 び 当 該 作 業 に 従 事 さ せ る た め の 本 県 警 察 職 員 の

派 遣 の 状 況 並 び に 国 及 び 他 の 都 道 府 県 と の 均 衡 に 鑑 み 、 当 該 作 業 に 係 る 災 害 警 備 等 手 当 の 特 例 を 定 め る 等 の 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で

あ る 。

初校
２８

平成25年9月議案



第１３号

平成２５年度広域漁港整備事業費等に対する受益市町負担金について

平成２５年度広域漁港整備事業費等の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

広域漁港整備事業等 鳴 門 市 地域水産物供給基盤整備事
業
水産物供給基盤機能保全事
業

１６４，０００，０００

７８，０００，０００

２２，９６０，０００

１０，９２０，０００

１４

１４

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

小 計 ２４２，０００，０００ ３３，８８０，０００ ―

阿 南 市 水産物供給基盤機能保全事
業 ６１，９００，０００ ８，６６６，０００ １４

牟 岐 町 広域漁港整備事業
水産物供給基盤機能保全事
業

２１０，０００，０００

１０，０００，０００

２１，０００，０００

１，２００，０００

１０

１２

小 計 ２２０，０００，０００ ２２，２００，０００ ―

美 波 町 水産物供給基盤機能保全事
業
県単独漁港漁場整備事業

９８，１００，０００

９，７１３，０００

１３，７３４，０００

１，９４２，６００

１４

２０

小 計 １０７，８１３，０００ １５，６７６，６００ ―

円 円 ％

初校
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提案理由

平成２５年度広域漁港整備事業費等に対する受益市町負担金について，地方財政法第２７条第２項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出

する理由である。

海 陽 町 広域漁港整備事業
水産物供給基盤機能保全事
業

１０５，０００，０００

３７，０００，０００

１４，７００，０００

５，１８０，０００

１４

１４

小 計 １４２，０００，０００ １９，８８０，０００ ―

松 茂 町 水産物供給基盤機能保全事
業 １０，０００，０００ １，４００，０００ １４

初校
３０

平成25年9月議案



第１４号

平成２５年度県営土地改良事業費に対する受益市町負担金について

平成２５年度県営土地改良事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 営 土 地 改 良 事 業 徳 島 市 県営かんがい排水事業

広域営農団地農道整備事業

湛水防除事業

４２，０００，０００

３０，０００，０００

２９０，０００，０００

１０，５００，０００

３，０００，０００

４３，５００，０００

２．５／１０以内

１／１０以内

１．５／１０以内

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

小 計 ３６２，０００，０００ ５７，０００，０００ ―

鳴 門 市 基幹農道整備事業

経営体育成基盤整備事業

地盤沈下対策事業

国営付帯県営農地防災事業

４０，０００，０００

１５０，０００，０００

５，０００，０００

１０，０００，０００

３，４４０，０００

３３，７５０，０００

３００，０００

７５０，０００

０．８６／１０以内

２．２５／１０以内

０．６／１０以内

１．５／１０以内

小 計 ２０５，０００，０００ ３８，２４０，０００ ―

小 松 島 市 経営体育成基盤整備事業

地盤沈下対策事業

１０６，０００，０００

５，０００，０００

７，９５０，０００

３００，０００

２．２５／１０以内

０．６／１０以内

小 計 １１１，０００，０００ ８，２５０，０００ ―

円 円

再校
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阿 南 市 広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業
経営体育成基盤整備事業

県営老朽ため池等整備事業

９，０００，０００

４５，０００，０００

８０，０００，０００

１０，０００，０００

９００，０００

５，２５０，０００

４，０００，０００

２，３００，０００

１／１０以内

１．５／１０以内

２．２５／１０以内

２．５／１０以内

小 計 １４４，０００，０００ １２，４５０，０００ ―

吉 野 川 市 基幹農道整備事業

広域営農団地農道整備事業

県営老朽ため池等整備事業

４０，０００，０００

１，０００，０００

３９，０００，０００

３，４４０，０００

１００，０００

９，７５０，０００

０．８６／１０以内

１／１０以内

２．５／１０以内

小 計 ８０，０００，０００ １３，２９０，０００ ―

阿 波 市 県営農道整備事業

経営体育成基盤整備事業

３０，０００，０００

９５，０００，０００

７，５００，０００

７，６００，０００

２．５／１０以内

２．２５／１０以内

小 計 １２５，０００，０００ １５，１００，０００ ―

美 馬 市 県営かんがい排水事業

広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業
県営老朽ため池等整備事業

６５，０００，０００

１１，０００，０００

５０，０００，０００

２０，０００，０００

１６，２５０，０００

１，１００，０００

５，０００，０００

５，０００，０００

２．５／１０以内

１／１０以内

１．５／１０以内

２．５／１０以内

小 計 １４６，０００，０００ ２７，３５０，０００ ―

三 好 市 基幹農道整備事業

広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業
県営老朽ため池等整備事業

２０，０００，０００

５０，０００，０００

９０，０００，０００

５０，０００，０００

１，７２０，０００

５，０００，０００

１１，６７５，０００

１２，５００，０００

０．８６／１０以内

１／１０以内

１．５／１０以内

２．５／１０以内

初校
３２
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小 計 ２１０，０００，０００ ３０，８９５，０００ ―

勝 浦 町 基幹農道整備事業

広域営農団地農道整備事業

県営老朽ため池等整備事業

３０，０００，０００

１３０，０００，０００

５，０００，０００

２，５８０，０００

１３，０００，０００

４００，０００

０．８６／１０以内

１／１０以内

２．５／１０以内

小 計 １６５，０００，０００ １５，９８０，０００ ―

上 勝 町 広域営農団地農道整備事業 １３５，０００，０００ １３，５００，０００ １／１０以内

那 賀 町 広域営農団地農道整備事業 １，０００，０００ １００，０００ １／１０以内

牟 岐 町 中山間地域農村活性化総合
整備事業 １６，８１９，０００ １，０９３，２３５ １．５／１０以内

海 陽 町 基幹農道整備事業

県営老朽ため池等整備事業

１，０００，０００

４０，０００，０００

８６，０００

２，４００，０００

０．８６／１０以内

２．５／１０以内

小 計 ４１，０００，０００ ２，４８６，０００ ―

松 茂 町 地盤沈下対策事業 ２０，０００，０００ １，２００，０００ ０．６／１０以内

藍 住 町 地盤沈下対策事業 ５０，０００，０００ ３，０００，０００ ０．６／１０以内

板 野 町 国営付帯県営農地防災事業 ４０，０００，０００ ３，０００，０００ １．５／１０以内

上 板 町 県営かんがい排水事業

県営農道整備事業

３９，０００，０００

１０，０００，０００

９，７５０，０００

２，５００，０００

２．５／１０以内

２．５／１０以内

小 計 ４９，０００，０００ １２，２５０，０００ ―

つ る ぎ 町 広域営農団地農道整備事業 ２０，０００，０００ ２，０００，０００ １／１０以内

東みよし町 広域営農団地農道整備事業 １００，０００，０００ １０，０００，０００ １／１０以内

初校
３３
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提案理由

平成２５年度県営土地改良事業費に対する受益市町負担金について，地方財政法第２７条第２項及び土地改良法第９１条第６項の規定により議決を経る必要があ

る。これが，この案件を提出する理由である。

県営農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業

１０，０００，０００

５０，０００，０００

２，５００，０００

７，５００，０００

２．５／１０以内

１．５／１０以内

小 計 １６０，０００，０００ ２０，０００，０００ ―

初校
３４
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提案理由

平成２５年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について，地方財政法第２７条第２項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出す

る理由である。

第１５号

平成２５年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について

平成２５年度県営林道開設事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 営 林 道 開 設 事 業 美 馬 市 森林基幹道 １８５，０００，０００ １９，７９５，０００ １０．７ 事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

三 好 市 森林基幹道 ６７，０００，０００ ７，１６９，０００ １０．７

那 賀 町 森林基幹道 １７０，０００，０００ １８，１９０，０００ １０．７

海 陽 町 森林基幹道 ２１０，０００，０００ ２２，４７０，０００ １０．７

つ る ぎ 町 森林基幹道 ５０，０００，０００ ５，３５０，０００ １０．７

円 円 ％

初校
第１５号 平成２５年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について ３５

平成25年9月議案



初校
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第１６号

平成２５年度県営都市計画事業費等に対する受益市町負担金について

平成２５年度県営都市計画事業費等の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県営都市計画事業等 徳 島 市 公共街路事業

鉄道高架事業

緊急地方道路整備事業

県単独街路事業
旧吉野川流域下水道建設事
業

１，２８８，０００，０００

３２，０００，０００

５８０，０００，０００

１７，８５０，０００

３，１４８，０００

１２８，８００，０００

８，０００，０００

５８，０００，０００

１，７８５，０００

７８７，０００

１／１０

２．５／１０

１／１０

１／１０

２．５／１０

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。
小 計 １，９２０，９９８，０００ １９７，３７２，０００ ―

鳴 門 市 旧吉野川流域下水道建設事
業 ７，０４２，０００ １，７６０，５００ ２．５／１０

小 松 島 市 緊急地方道路整備事業

県単独街路事業

１００，０００，０００

８５０，０００

１０，０００，０００

８５，０００

１／１０

１／１０

小 計 １００，８５０，０００ １０，０８５，０００ ―

石 井 町 緊急地方道路整備事業 １００，０００，０００ １０，０００，０００ １／１０

円 円

再校
第１６号 平成２５年度県営都市計画事業費等に対する受益市町負担金について ３７
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提案理由

平成２５年度県営都市計画事業費等に対する受益市町負担金について，地方財政法第２７条第２項及び下水道法第３１条の２第２項の規定により議決を経る必要が

ある。これが，この案件を提出する理由である。

県単独街路事業 ８５０，０００ ８５，０００ １／１０

小 計 １００，８５０，０００ １０，０８５，０００ ―

松 茂 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 １，５５４，０００ ３８８，５００ ２．５／１０

北 島 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 ２，６８０，０００ ６７０，０００ ２．５／１０

藍 住 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 ４，２５６，０００ １，０６４，０００ ２．５／１０

板 野 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 １，３２０，０００ ３３０，０００ ２．５／１０

再校
３８

平成25年9月議案



第１７号

平成２５年度県単独砂防事業費等に対する受益市町負担金について

平成２５年度県単独砂防事業費等の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 単 独 砂 防 事 業 等 阿 波 市 県単独砂防事業 ２，１２５，０００ ５３１，２５０ ２５／１００ 事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

三 好 市 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

１２５，０００，０００

３，４００，０００

１１，０００，０００

８５０，０００

５／１００・１／１０

２５／１００

小 計 １２８，４００，０００ １１，８５０，０００ ―

勝 浦 町 急傾斜地崩壊対策事業 ６０，０００，０００ ６，０００，０００ １／１０

神 山 町 県単独砂防事業 ２，６００，０００ ６５０，０００ ２５／１００

那 賀 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

２０，０００，０００

２，１２５，０００

１，０００，０００

５３１，２５０

５／１００

２５／１００

小 計 ２２，１２５，０００ １，５３１，２５０ ―

牟 岐 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

４０，０００，０００

８，５００，０００

３，０００，０００

４２５，０００

５／１００・１／１０

５／１００

円 円

再校
第１７号 平成２５年度県単独砂防事業費等に対する受益市町負担金について ３９

平成25年9月議案



提案理由

平成２５年度県単独砂防事業費等に対する受益市町負担金について，地方財政法第２７条第２項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出す

る理由である。

小 計 ４８，５００，０００ ３，４２５，０００ ―

美 波 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

２０，０００，０００

２，５５０，０００

１，０００，０００

１２７，５００

５／１００

５／１００

小 計 ２２，５５０，０００ １，１２７，５００ ―

海 陽 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

１５５，０００，０００

１７，０００，０００

１０，０００，０００

８５０，０００

５／１００・１／１０

５／１００

小 計 １７２，０００，０００ １０，８５０，０００ ―

つ る ぎ 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

７０，０００，０００

２，５５０，０００

３，５００，０００

６３７，５００

５／１００

２５／１００

小 計 ７２，５５０，０００ ４，１３７，５００ ―

東みよし町 急傾斜地崩壊対策事業 ４０，０００，０００ ２，０００，０００ ５／１００

再校
４０

平成25年9月議案



第１８号

平成２５年度県単独道路事業費に対する受益市町村負担金について

平成２５年度県単独道路事業費の一部を次のとおり受益市町村に負担させるものとする。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負担市町村 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 単 独 道 路 事 業 徳 島 市 道路局部改良事業

交通安全対策事業

３３，１５０，０００

１，１０５，０００

４，９７２，５００

１１０，５００

１５

１０

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

小 計 ３４，２５５，０００ ５，０８３，０００ ―

鳴 門 市 道路局部改良事業

交通安全対策事業

５，９５０，０００

１，１９０，０００

８９２，５００

１１９，０００

１５

１０

小 計 ７，１４０，０００ １，０１１，５００ ―

小 松 島 市 道路局部改良事業 ５，９５０，０００ ８９２，５００ １５

阿 南 市 道路局部改良事業 １６，１５０，０００ ２，４２２，５００ １５

吉 野 川 市 道路局部改良事業 ８，５００，０００ １，２７５，０００ １５

阿 波 市 道路局部改良事業

交通安全対策事業

１５，３００，０００

３４０，０００

２，２９５，０００

３４，０００

１５

１０

円 円 ％

三校
第１８号 平成２５年度県単独道路事業費に対する受益市町村負担金について ４１

平成25年9月議案



小 計 １５，６４０，０００ ２，３２９，０００ ―

美 馬 市 道路局部改良事業

交通安全対策事業

２３，８００，０００

９３５，０００

３，５７０，０００

９３，５００

１５

１０

小 計 ２４，７３５，０００ ３，６６３，５００ ―

三 好 市 道路局部改良事業 ２７，２００，０００ ４，０８０，０００ １５

勝 浦 町 道路局部改良事業 ３，４００，０００ ５１０，０００ １５

上 勝 町 道路局部改良事業 ５，１００，０００ ７６５，０００ １５

佐那河内村 道路局部改良事業 ４，２５０，０００ ６３７，５００ １５

石 井 町 道路局部改良事業 １，７００，０００ ２５５，０００ １５

神 山 町 道路局部改良事業 １１，０５０，０００ １，６５７，５００ １５

那 賀 町 道路局部改良事業

交通安全対策事業

１７，０００，０００

６８０，０００

２，５５０，０００

６８，０００

１５

１０

小 計 １７，６８０，０００ ２，６１８，０００ ―

美 波 町 道路局部改良事業 ５，９５０，０００ ８９２，５００ １５

海 陽 町 道路局部改良事業 ２，５５０，０００ ３８２，５００ １５

板 野 町 道路局部改良事業 １，７００，０００ ２５５，０００ １５

上 板 町 道路局部改良事業 ３，４００，０００ ５１０，０００ １５

つ る ぎ 町 道路局部改良事業 ４，２５０，０００ ６３７，５００ １５

三校
４２

平成25年9月議案



提案理由

平成２５年度県単独道路事業費に対する受益市町村負担金について，道路法第５２条第２項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理

由である。

東みよし町 道路局部改良事業 １７，０００，０００ ２，５５０，０００ １５

再校
４３

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



提案理由

平成２５年度港湾建設事業費に対する受益市負担金について，地方財政法第２７条第２項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由

である。

第１９号

平成２５年度港湾建設事業費に対する受益市負担金について

平成２５年度港湾建設事業費の一部を次のとおり受益市に負担させるものとする。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

港 湾 建 設 事 業 徳 島 市 港湾改修事業

港湾環境整備事業

１４３，４８０，０００

４９，５００，０００

２１，５２２，０００

７，４２５，０００

１５

１５

事業費を増額又は減額
した場合は，事業費に対
する負担金の割合に応
じ，知事は負担金を増額
又は減額することができ
る。小 計 １９２，９８０，０００ ２８，９４７，０００ ―

阿 南 市 港湾改修事業 ７６，５２０，０００ １１，４７８，０００ １５

円 円 ％

再校
第１９号 平成２５年度港湾建設事業費に対する受益市負担金について ４５

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



１ 工 事 名 徳島県立鳴門渦潮高等学校管理情報棟改築工事のうち建築工事

２ 工 事 箇 所 鳴門市大津町

３ 工 期 徳島県議会の議決のあった日の翌日から平成２７年２月２８日まで

４ 契 約 金 額 ９４５，０００，０００円

５ 契 約 の 方 法 一般競争入札

６ 契 約 の 相 手 方 島谷建設・吉成建設・北島建設・徳島県立鳴門渦潮高等学校管理情報棟改築工事建築共同企業体

代表構成員 徳島市富田橋７丁目１７番地

株式会社 島谷建設

代 表 取 締 役 島 谷 速 敏

構 成 員 鳴門市撫養町小桑島字前浜２５９番地１

吉成建設株式会社

代 表 取 締 役 吉 成 浩 司

構 成 員 徳島市中洲町１丁目１４番地

株式会社 北島建設

代 表 取 締 役 北 島 誠 祐

第２０号

徳島県立鳴門渦潮高等学校管理情報棟改築工事のうち建築工事の請負契約について

次のとおり工事の請負契約を締結する。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

再校
第２０号 徳島県立鳴門渦潮高等学校管理情報棟改築工事のうち建築工事の請負契約について ４７

平成25年9月議案



提案理由

工事の請負契約について，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を

提出する理由である。

初校
４８

平成25年9月議案



１ 工 事 名 緊急地方道路整備工事

２ 路 線 名 徳島空港線

３ 工 事 箇 所 板野郡松茂町長岸 新長岸橋上部工

４ 工 期 徳島県議会の議決のあった日の翌日から平成２７年２月１０日まで

５ 契 約 金 額 ７３１，８５０，０００円

６ 契 約 の 方 法 一般競争入札

７ 契 約 の 相 手 方 株式会社ＩＨＩインフラシステム・株式会社ミトモ製作所緊急地方道路整備工事新長岸橋上部工事共同企業体

代表構成員 大阪府大阪市中央区本町４－２－１２

株式会社 ＩＨＩインフラシステム営業本部営業部

営 業 部 長 沼 康 範

構 成 員 徳島市昭和町八丁目２７番地７

株式会社 ミトモ製作所

代 表 取 締 役 伊 藤 洋 治

第２１号

徳島空港線緊急地方道路整備工事新長岸橋上部工の請負契約について

次のとおり工事の請負契約を締結する。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

再校
第２１号 徳島空港線緊急地方道路整備工事新長岸橋上部工の請負契約について ４９

平成25年9月議案



提案理由

工事の請負契約について，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を

提出する理由である。

初校
５０

平成25年9月議案



提案理由

平成２４年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算について，地方自治法第２３３条第３項の規定により認定に付する必要がある。これが，

この案件を提出する理由である。

第２２号

平成２４年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算の認定について

平成２４年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認

定に付する。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

初校
第２２号 平成２４年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算の認定について ５１

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



提案理由

平成２４年度徳島県病院事業会計決算について，地方公営企業法第３０条第４項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由

である。

第２３号

平成２４年度徳島県病院事業会計決算の認定について

平成２４年度徳島県病院事業会計の決算を監査委員の意見を付けて，別冊のとおり議会の認定に付する。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

初校
第２３号 平成２４年度徳島県病院事業会計決算の認定について ５３

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



提案理由

平成２４年度徳島県電気事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第３２条第２項の規定により議決を経る必要があり，あわせて平成２４年度徳島県電気事

業会計決算について，同法第３０条第４項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第２４号

平成２４年度徳島県電気事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，平成２４年度徳島県電気事業会計の剰余金を処分し，平成２４年度徳島県電気事業会計の決算を監査

委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

初校
第２４号 平成２４年度徳島県電気事業会計剰余金の処分及び決算の認定について ５５

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



提案理由

平成２４年度徳島県工業用水道事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第３２条第２項の規定により議決を経る必要があり，あわせて平成２４年度徳島県

工業用水道事業会計決算について，同法第３０条第４項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第２５号

平成２４年度徳島県工業用水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，平成２４年度徳島県工業用水道事業会計の剰余金を処分し，平成２４年度徳島県工業用水道事業会計

の決算を監査委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

再校
第２５号 平成２４年度徳島県工業用水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について ５７

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



提案理由

平成２４年度徳島県土地造成事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第３２条第２項の規定により議決を経る必要があり，あわせて平成２４年度徳島県土

地造成事業会計決算について，同法第３０条第４項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第２６号

平成２４年度徳島県土地造成事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，平成２４年度徳島県土地造成事業会計の剰余金を処分し，平成２４年度徳島県土地造成事業会計の決

算を監査委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

初校
第２６号 平成２４年度徳島県土地造成事業会計剰余金の処分及び決算の認定について ５９

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



提案理由

平成２４年度徳島県駐車場事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第３２条第２項の規定により議決を経る必要があり，あわせて平成２４年度徳島県駐車

場事業会計決算について，同法第３０条第４項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第２７号

平成２４年度徳島県駐車場事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，平成２４年度徳島県駐車場事業会計の剰余金を処分し，平成２４年度徳島県駐車場事業会計の決算を

監査委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

平 成２５年 ９ 月２５日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

初校
第２７号 平成２４年度徳島県駐車場事業会計剰余金の処分及び決算の認定について ６１

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案







報告第１号

徳島県病院事業会計継続費精算報告書について

地方公営企業法施行令第１８条の２第２項の規定により，徳島県病院事業会計継続費精算報告書を次のとおり報告

する。

平 成２５年 ９ 月２５日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

款 項 事業名 年度

全 体 計 画 実 績 比 較

年割額

左 の 財 源 内 訳
支 払
義 務
発生額

左 の 財 源 内 訳 年割額
と支払
義 務
発 生
額の差

左 の 財 源 内 訳

企業債 負担金 補助金
損益勘
定留保
資 金

企業債 負担金 補助金
損益勘
定留保
資 金

企業債 負担金 補助金
損益勘
定留保
資 金

１資本的支 出 １建 設
改良費

中央病
院改築
推 進
事 業

２０ ４３３，０００，
０００
４３１，０００，

０００１０８，０００
１，７８３，

０００１０９，０００
４３３，０００，

０００
４３１，０００，

０００
１，２６５，

０００７３５，０００ ０ ０１０８，０００５１８，０００△６２６，０００

２１ １４８，６１１，０００
１４７，０００，

０００５１９，０００５７３，０００５１９，０００
１４８，６１１，

０００
１４７，０００，

０００３０８，６００５７３，０００７２９，４００ ０ ０２１０，４００ ０△２１０，４００

２２ ２，４１２，９２６，０００
２，３９５，
０００，０００

８，００５，
０００
９，８９６，

０００ ２５，０００２，４１２，９２３，６５０
２，３９５，
０００，０００

８，０４２，
３２５
９，７８１，

０００１００，３２５ ２，３５０ ０△３７，３２５１１５，０００△７５，３２５

２３ １０，９７６，４６３，０００
１０，８５９，
０００，０００

６４，４１２，
０００
５２，６５９，

０００３９２，０００
１０，９７６，
４６３，０００

１０，８０６，
９００，０００

７９，１８９，
３２５
８９，９４３，

０００４３０，６７５ ０５２，１００，０００
△
１４，７７７，

３２５

△
３７，２８４，

０００
△３８，６７５

計 １３，９７１，
０００，０００

１３，８３２，
０００，０００

７３，０４４，
０００
６４，９１１，

０００
１，０４５，

０００
１３，９７０，
９９７，６５０

１３，７７９，
９００，０００

８７，５４０，
２５０
１０１，５６２，

０００
１，９９５，

４００ ２，３５０５２，１００，０００
△
１４，４９６，

２５０

△
３６，６５１，

０００
△
９５０，４００

平成２０年度徳島県病院事業会計継続費精算報告書

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

三校
報告第１号 徳島県病院事業会計継続費精算報告書について ６５

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



報告第２号

平成２４年度決算に係る健全化判断比率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により，平成２４年度決算に係る健全化判断比率を

別冊監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。

平 成２５年 ９ 月２５日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

実 質 赤 字 比 率 連結実質赤字比率 実 質 公 債 費 比 率 将 来 負 担 比 率

―

（３．７５）

―

（８．７５）

２０．８

（２５．０）

２１２．３

（４００．０）

（備考） 実質赤字額及び連結実質赤字額がないため，「―」と記載した。（ ）内は，早期健全化基準を記載した。

％％ ％ ％ ％

初校
報告第２号 平成２４年度決算に係る健全化判断比率の報告について ６７

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



報告第３号

平成２４年度決算に係る資金不足比率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により，平成２４年度決算に係る資金不足比率を別

冊監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。

平 成２５年 ９ 月２５日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

会 計 名 資 金 不 足 比 率

徳 島 県 流 域 下 水 道 事 業 特 別 会 計 ―

徳 島 県 港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計 ―

徳 島 県 病 院 事 業 会 計 ―

徳 島 県 電 気 事 業 会 計 ―

徳 島 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 ―

徳 島 県 土 地 造 成 事 業 会 計 ―

徳 島 県 駐 車 場 事 業 会 計 ―

（備考） 資金不足額がないため，「―」と記載した。

％

再校
報告第３号 平成２４年度決算に係る資金不足比率の報告について ６９

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



損害賠償の額の決定及び和解について

交通事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

報告第４号

損害賠償（交通事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第１８０条第１項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第２項の規定により報告する。

平 成２５年 ９ 月２５日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

徳島市在住 １名 ４０，８００ 平成２５年１月２３日 徳島市地内 平成２５年９月４日

徳島市ほか在住 ４名 １５８，４５０ 平成２５年５月２７日 名西郡石井町地内 平成２５年９月４日

美馬市所在 １法人 ４，２３０ 平成２５年６月６日 美馬市地内 平成２５年９月４日

吉野川市在住 １名
名西郡石井町所在 １法人 １，６３５，２６８ 平成２５年２月１０日 徳島市地内 平成２５年９月５日

鳴門市在住 １名 ２８，０００ 平成２５年３月２６日 鳴門市地内 平成２５年９月５日

東京都武蔵野市所在 １法人 ７７，７００ 平成２５年４月９日 徳島市地内 平成２５年９月５日

名西郡神山町在住 １名 ５６，０００ 平成２５年４月１６日 徳島市地内 平成２５年９月５日

円

三校
報告第４号 損害賠償（交通事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について ７１

平成25年9月議案



小松島市在住 １名 ６１，０２４ 平成２５年４月２３日 徳島市地内 平成２５年９月５日

徳島市所在 １法人 １４０，６００ 平成２５年６月５日 徳島市地内 平成２５年９月５日

再校
７２

平成25年9月議案



損害賠償の額の決定及び和解について

道路事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

報告第５号

損害賠償（道路事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第１８０条第１項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第２項の規定により報告する。

平 成２５年 ９ 月２５日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

海部郡美波町在住 １名 １３６，０００ 平成２５年３月１３日 海部郡美波町地内
（県道阿南鷲敷日和佐線） 平成２５年７月５日

三好市所在 １法人 １１４，０００ 平成２５年３月１９日 三好市地内
（県道山城東祖谷山線） 平成２５年７月５日

小松島市在住 １名 ２３２，０００ 平成２５年４月７日 徳島市地内
（県道鮎喰新浜線） 平成２５年７月５日

板野郡藍住町在住 １名 １２５，０００ 平成２５年４月１３日 板野郡藍住町地内
（県道桧藍住線） 平成２５年７月５日

那賀郡那賀町在住 １名 １９５，０００ 平成２５年４月２２日 那賀郡那賀町地内
（県道木沢上那賀線） 平成２５年７月５日

阿南市在住 １名 ７３，０００ 平成２５年４月２８日 那賀郡那賀町地内
（県道木沢上那賀線） 平成２５年７月５日

那賀郡那賀町在住 １名 １５９，０００ 平成２５年５月６日 那賀郡那賀町地内
（県道阿南鷲敷日和佐線） 平成２５年７月５日

円

初校
報告第５号 損害賠償（道路事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について ７３

平成25年9月議案



徳島市在住 １名 ７６，０００ 平成２５年３月２９日 徳島市地内
（県道徳島鴨島線） 平成２５年８月２０日

海部郡海陽町所在 １法人 ６９，０００ 平成２５年４月２１日 海部郡海陽町地内
（国道１９３号） 平成２５年８月２０日

美馬郡つるぎ町在住 １名 ９７，０００ 平成２５年５月１４日 美馬郡つるぎ町地内
（国道４３８号） 平成２５年８月２０日

初校
７４

平成25年9月議案



損害賠償の額の決定及び和解について

捜査活動に伴う物損事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

報告第６号

損害賠償（捜査活動に伴う物損事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第１８０条第１項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第２項の規定により報告する。

平 成２５年 ９ 月２５日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

板野郡藍住町在住 １名 １５７，２００ 平成２５年６月２８日 小松島市地内 平成２５年９月５日
円

再校
報告第６号 損害賠償（捜査活動に伴う物損事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について ７５

平成25年9月議案



初校

�

平成25年9月議案



平成25年9月議案



初校

平成25年9月議案
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